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学校給食用牛乳供給事業実施要綱 

 

平成１５年１０月 １日付け１５農畜機第  ４８号 

 一部改正 平成１６年 ４月 １日付け１６農畜機第 １２７号 

一部改正 平成１７年 ４月 １日付け１６農畜機第５５２３号 

一部改正 平成１８年 ３月３０日付け１７農畜機第４８４７号 

一部改正 平成１９年 ４月 １日付け１８農畜機第４８２７号 

一部改正 平成２０年 ３月３１日付け１９農畜機第５０６４号 

一部改正 平成２１年 ３月３１日付け２０農畜機第５０００号 

一部改正 平成２２年 ４月２３日付け２１農畜機第５３０１号 

一部改正 平成２３年 ４月 １日付け２２農畜機第４６０８号 

一部改正 平成２４年 ４月 １日付け２３農畜機第４６１８号 

一部改正 平成２５年 ４月 １日付け２４農畜機第４７６６号 

 

第１ 趣旨 

我が国では、学校給食用牛乳供給対策要綱（昭和３９年８月３１日付け文体給

第２６５号、３９畜Ａ第５４２１号文部農林両事務次官通知。以下「対策要綱」

という。）及び学校給食用牛乳供給対策要領（平成１５年９月３０日付け１５生畜

第２８６５号農林水産省生産局長通知。以下「対策要領」という。）に基づき、安

全で品質の高い国内産の牛乳を学校給食用に年間継続して計画的かつ効率的に供

給する取組を推進しているが、効率的な供給が難しい地域があることから、今後

とも取組を継続する必要がある。 

さらに、近年の牛乳・乳製品の需要の変化を踏まえ、学校給食における発酵乳

等の供給を推進するとともに、牛乳の集団飲用の更なる拡大に向けて、学校給食

以外での牛乳利用を推進する必要がある。 

このため、独立行政法人農畜産業振興機構（以下｢機構｣という。）は、学校給食

用牛乳等の安定的な供給、消費量の維持・拡大及び就学前幼児の牛乳飲用習慣定

着化を推進する事業に対し、独立行政法人農畜産業振興機構法（平成１４年法律

第１２６号）第１０条第２号の規定に基づき、補助することとし、もって酪農の

健全な発達並びに生徒、児童及び幼児の体位、体力の向上に資するものとする。 

この事業の補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する施行令（昭和３０年政令第２５５号）に定めるほか、この要綱の定める

ところによる。 

 

第２ 事業実施主体 

この事業の事業実施主体は、平成２５年度畜産業振興事業等に係る公募要領（平
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成２５年２月１４日付け２４農畜機第４６０３号）により応募した者から選定さ

れた者とする。 

 

第３ 事業の内容 

この事業の内容は、次に掲げるものとする。なお、補助対象経費及び補助率等

は、別表に掲げるところによる。 

この事業は、当該年度の都道府県平均供給計画日数が、平成１４年度の当該都

道府県平均供給日数の９５％以上である都道府県を対象として実施するものとす

る。 

また、対策要領第２に定めるところによらないで学校給食用牛乳の供給価格及

び供給事業者を決定する学校の設置者を対象として実施することができないもの

とする。ただし、４の事業の対象となる学校の設置者については、この限りでな

い。 

１ 供給円滑化推進事業 

事業実施主体は、学校給食用牛乳の供給の実態、効率的供給のための課題等に

ついての共通の認識等を醸成し、地域の特性を踏まえた供給の効率化を推進する

ため、２、３の（１）及び４の事業の実施に当たっては、都道府県知事の指導・

助言の下に、生乳生産者の代表、乳業者の代表、都道府県学校給食会、保護者の

代表及び給食の栄養に係る有識者の代表、都道府県教育委員会等で構成する学校

給食用牛乳推進協議会を必ず開催し、事業実施計画の策定、事業評価、課題等の

検討及び調査等を実施するものとする。 

また、事業実施主体は、就学前幼児の牛乳飲用習慣定着化を推進するため、３

の（２）の事業の実施に当たっては、学校給食用牛乳推進協議会と連携の下、生

乳生産者の代表、乳業者の代表、児童福祉法第３５条の規定に基づき設置された

保育所及び学校教育法第４条の規定に基づき設置された幼稚園（以下「保育所等」

という。）の代表等で構成する保育所等飲用拡大推進会議を必ず開催し、事業実施

計画の策定、事業評価、保育所等における牛乳の集団飲用拡大の推進に関する課

題の検討及び調査等を実施するものとする。 

２ 学校給食用牛乳安定需要確保対策事業 

（１）学校給食用牛乳の安定的な需要を確保し、かつ、保護者負担額の軽減を図るた

めに、学校給食用牛乳の供給において、不利な供給条件に基づく掛り増しとなる

経費相当額の一部（以下「補助額」という。）について、供給数量に応じて供給事

業者（都道府県知事が認める場合にあっては、対策要領第４の３の機関）に交付

するものとする。 

（２）２００㏄当たりの補助額は、対策要領第２の１の区域ごとに次の式により定め

るものとする。 

補助額 ＝ 供給価格―基準価格 

注１ 供給価格とは、対策要領第２の３の(３)で決定した２００㏄当たりの供
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給価格をいう。 

２ 基準価格とは、対策要領第２の３の(３)で決定した供給価格を当該年度

の供給見込数量で加重平均した２００㏄当たりの都道府県平均価格に一定

額を加えた額とする。 

３ 注２の一定額とは、対策要領第２の３の(３)で決定した都道府県内区域

（以下「供給区域」という。）ごとの２００㏄当たりの供給価格の標準偏差

を算出し、その３カ年度（平成２０～２２年度）の平均値に０．７を乗じ

て得た額と３円のいずれか低い額とする。 

（３）（１）の都道府県知事が認める機関の要件は、次に掲げるものとする。 

ア 給食費から牛乳代金の徴収、供給事業者への支払い等の精算事務を都道府

県内において一元的に取り扱うこと。 

イ（２）の補助額を基礎とし、供給数量に応じ、掛増し経費の軽減が確実に行

われること。 

３ 飲用等拡大推進事業 

事業実施主体は、学校給食用牛乳等の消費拡大を促進するため、（１）及び（２）

の奨励金を交付するものとする。 

（１）発酵乳等による生乳需要拡大 

学校給食において、牛乳に加えて提供される、国内で生産された生乳及び生乳

由来原料の使用割合が５０％以上の発酵乳等を対象として、供給数量に応じて学

校の設置者等に交付する生乳需要拡大奨励金。 

（２）保育所等における飲用拡大 

保育所等の施設における当該年度の牛乳飲用量について、理事長が別に定め

る数量を上回り、かつ、施設における前年度の飲用量を上回る場合、その増加

量（理事長が別に定める数量からの増加量又は施設における前年度の飲用量か

らの増加量のうち、いずれか少ない量）を対象として、保育所等の設置者等に

交付する保育所等飲用拡大奨励金。なお、対象とする牛乳は、食品衛生法（昭

和２２年法律第２３３号）第１３条第１項に基づく総合衛生管理製造過程を経

て、製造又は加工することについての承認（以下「ＨＡＣＣＰ承認」という。）

を受けている乳業工場から供給されるものとする。 

４ 高付加価値牛乳地域利用推進事業 

対策要領第２に定めるところによらないで学校給食に供給される低温殺菌牛乳

（100℃未満で殺菌された牛乳をいう。以下同じ。）を対象として、奨励金を供給

数量に応じて供給事業者、学校の設置者等に交付するものとする。 

低温殺菌牛乳の原料は、原則として当該都道府県内で生産された生乳とし、対

象とする低温殺菌牛乳は、ＨＡＣＣＰ承認を受けている乳業工場、又は衛生管理

基準（施設・設備の衛生管理、事故発生時の対応等に関する基準をいう。）を整備

し、かつ、定期的な外部監査を受けて、安定して安全で品質の高い牛乳の供給を

行っている乳業工場から供給されたものとする。 
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第４ 事業の実施 

１ 供給契約の締結 

対策要綱第６により決定した供給事業者及び本要綱第３の４の奨励金の対象と

なる低温殺菌牛乳の供給事業者は、学校給食用の牛乳の供給に係る要件を明らか

にした書面により、学校長、学校の設置者又は学校若しくは学校の設置者の委任

を受けた都道府県学校給食会等と供給契約を締結するものとし、供給事業者は、

その契約の写しを事業実施主体に提出するものとする。また、本要綱第３の３の

（２）の保育所等飲用拡大奨励金の対象となる牛乳の供給事業者は、保育所等で

の集団飲用向けの牛乳の供給に係る要件を明らかにした書面により、保育所等の

長、保育所等の設置者又は保育所等の長若しくは保育所等の設置者から委任を受

けた都道府県学校給食会等と供給契約を締結するものとする。 

２ 実施要領の作成 

事業実施主体は、この事業の実施に当たっては、あらかじめ事業の目的及び内

容、消費税及び地方消費税の取扱い等を定めた実施要領を作成し、都道府県知事

に協議の上、理事長に提出し、承認を受けるものとする。これを変更する場合も

同様とする。 

３ 事業実施期間 

この事業の実施期間は、平成２５年度とする。 

４ 事業の委託 

事業実施主体は、この事業の一部を都道府県知事が適当と認める者に委託して

実施することができるものとする。 

 

第５ 補助金に係る事項 

１ 補助金の交付申請 

（１）事業実施主体は、補助金の交付を受けようとする場合は、都道府県知事に協

議の上、毎年度６月末日までに別紙様式第１号の学校給食用牛乳供給事業補助

金交付申請書を理事長に提出するものとする。この場合、第３の１の事業を行

う場合にあっては、畜産業振興事業の実施について（平成１５年１０月１日付

け１５農畜機第４８号）５の（１）の規定に準じてコスト分析等を実施するこ

ととする。 

（２）理事長は、（１）の補助金交付申請書について効率的な事業の実施を図る観点

から、第３の１及び２の事業を行う場合にあっては、対策要綱第７の実施方針

との整合性及び事業実績を勘案して審査し、適正と認められる場合にあっては、

交付の決定を行うものとする。 

（３）事業実施主体は、（１）の補助金交付申請書を提出するに当たり、当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方

消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定す
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る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法

律第２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を

乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを当該補助金交付申

請額から減額して申請するものとする。ただし、申請時において当該補助金に

係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りでない。 

２ 変更承認の申請 

事業実施主体は、補助金の交付決定があった後において、次に掲げる変更をし

ようとする場合には、あらかじめ別紙様式第２号の学校給食用牛乳供給事業補助

金交付変更承認申請書を都道府県知事に協議の上、理事長に提出し、その承認を

受けるものとする。 

（１）事業の中止又は廃止 

（２）事業費の３０％を超える増減 

（３）補助金の交付決定額の増加を伴う事業費の増 

（４）事業実施主体の変更 

３ 概算払 

（１）理事長は、この事業の円滑な実施を図るため必要があると認めた場合は、交

付決定額の８０％を限度として補助金の概算払をすることがあるものとする。 

（２）事業実施主体は、補助金の概算払請求をしようとする場合は、別紙様式第３

号の学校給食用牛乳供給事業補助金概算払請求書を理事長に提出するものとす

る。 

４ 実績報告書 

（１）事業実施主体は、提出された事業の実績を取りまとめの上､補助金の交付決

定通知があった年度の翌年度の４月２０日までに別紙様式第４号の学校給食

用牛乳供給事業実績報告書を理事長に提出するものとする。 

（２）事業実施主体は、１の(３)のただし書により交付申請した場合において、(１)

の実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等

相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなけれ

ばならない。 

（３）事業実施主体は、１の（３）のただし書により交付申請した場合において、

（１）の実績報告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の申告により当該

補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、別紙様式第５

号の学校給食用牛乳供給事業に係る仕入れに係る消費税等相当額報告書を速

やかに理事長に提出するとともに、その金額（（２）の規定に基づき減額した

場合は、その金額が減じた金額を上回る部分の金額）を機構に返還しなければ

ならない。 

   また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場

合又はない場合（事業実施主体自ら若しくはそれぞれの間接事業実施主体の仕

入れに係る消費税等相当額がない場合を含む。）であっても、その状況等につ
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いて、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 15 条の補助金の額

の確定通知のあった日の翌年６月３０日までに、同様式により理事長に報告し

なければならない。 

 

第６ 機構の補助等 

機構は、予算の範囲において、別表に定める補助対象経費及び補助率等により、

第３の事業の実施に要する経費について補助するものとする。 

なお、理事長は、事業実施主体に対して、第３の事業を実施するための予算限

度額を提示するものとする。 

 

第７ 事業の評価 

事業実施主体は、第３の事業を実施しようとする場合は、次により事業効果の

評価を行うものとする。 

１ 評価計画（事業実施計画検証シート）の作成 

事業実施主体は第５の１の（１）の補助金交付申請書を提出するに当たっては、

事業効果に関する評価計画書（事業実施計画検証シート）を作成するものとする。 

２ 評価実績の報告 

事業実施主体は第５の４の実績報告書を提出するに当たっては、１に評価結果

を記載した事業効果に関する評価実績書をもって評価実績を報告するものとする。 

 

第８ 補助金等支出明細書 

事業実施主体は、別紙様式第６号の補助金等支出明細書を作成し、事務所に備

え付け公開するとともに、交付を受けた年度の翌年度の６月３０日までに理事長

に報告するものとする。 

 

第９ 着手 

１ この事業の着手については、原則として補助金交付決定に基づき行うものとす

る。 

   ただし、交付決定前に着手する場合には、事業実施主体は、あらかじめ、必要

に応じて都道府県の適正な指導を受けた上で、別紙様式第７号の学校給食用牛乳

供給事業に係る補助金交付決定前着手届を作成し、本要綱に規定する交付申請書

の提出の手順に準じて理事長に提出するものとする。 

２ １のただし書により交付決定前に着手する場合、事業実施主体は、交付決定ま

でのあらゆる損失等について、自らの責任とすることを了知の上で行うものとす

る。 

３ １のただし書により交付決定前に着手する場合、事業実施主体は、補助金の交

付が確実である旨の理事長からの文書による通知を受けて届出を行うものとする。 

４ 都道府県知事は、１のただし書による交付決定前着手のうち、都道府県の指導
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を要するものについて、その理由等を十分に検討して必要最小限にとどめるよう

指導するほか、着手後においても必要な指導を十分に行うことにより、当該事業

が適正に行われるようにするものとする。 

５ 事業実施主体の長は、交付決定前着手を実施した場合は、補助金交付申請書に

着手年月日等を記載するものとする。 

 

第１０ 補助業務の委託 

理事長は、この学校給食用牛乳供給事業に係る補助業務のうち、事業実施主体

が実施要綱第４及び第５に基づき理事長に提出する書類の確認及び理事長に対す

る送付並びに理事長から事業実施主体に対する通知の伝達、補助金の管理、支払

及び返還その他この事業の実施に関する指導監督については、都道府県知事に委

託するものとする。 

 

第１１ 提出書類の都道府県知事経由 

事業実施主体は、この要綱の規定により理事長に提出する書類を、都道府県知

事経由で提出するものとする。 

 

第１２ 帳簿等の整理保管等 

１ 帳簿の整理保管 

事業実施主体は、機構の補助事業に係る補助金の経理及び内容を明らかにし

た書類、帳簿並びにこれに係る証拠書類を整理保管するものとし、その保存期

間は、当該事業完了後５カ年間とする。 

２ 事業実施状況の徴取等 

理事長は、この要綱に定めるもののほか、事業実施状況及び事業実績につい

て必要に応じ調査し、又は報告を求めることがあるものとする。 

３ その他 

理事長は、この要綱に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項

を定めることがある。 

 

附 則（平成 15年 10月１日付 15農畜機第 48号) 

１ 本要綱の制定に伴い、学校給食用牛乳供給事業助成実施要綱（昭和 37 年 11

月２日付 37畜団第 373号）（以下「旧要綱」という。）は廃止するものとする。 

２ 本要綱の制定前の旧要綱による補助については、本事業による補助と見なす。 

 

附 則（平成 16年４月１日付 16農畜機第 127号） 

この要綱の改正は、平成 16年４月１日から適用する。 

 

附 則（平成 17年４月１日付 16農畜機第 5523号） 
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  この要綱の改正は、平成 17年４月１日から適用する。 

 

附 則（平成 18年３月 30日付 17農畜機第 4847号） 

  この要綱の改正は、平成 18年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 19年４月１日付 18農畜機第 4827号） 

  この要綱の改正は、平成 19年４月１日から施行する。 

 

 附 則（平成 20年３月 31日付け 19農畜機第 5064号） 

この要綱の改正は、平成 20年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 21年３月 31日付け 20農畜機第 5000号） 

この要綱の改正は、平成 21年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 22年４月 23日付け 21農畜機第 5301号） 

１ この要綱の改正は、平成 22年４月 23日から施行し、平成 22年４月１日から

適用する。 

２ この要綱による改正前の要綱の規定に基づき整備された機器等の管理運営に

ついては、なお従前の例による。 

 

附 則（平成 23年４月１日付け 22農畜機第 4608号） 

１ この要綱の改正は、平成 23年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正前の要綱第５の４の実績報告書、第７の２の評価実績の

報告、第９の提出書類の都道府県知事経由及び第１０の帳簿等の整理保管等に

ついては、なお従前の例による。 

３ 学校給食用牛乳安定需要確保対策事業について、改正後の要綱第３の２の規

定に基づき算出した事業実施主体ごとの補助見込額が平成２１年度実績額の

150％を超える場合、平成２１年度実績額の 150％を当該事業実施主体に対する

補助の上限とする。 

４ 学校給食用牛乳安定需要確保対策事業について、改正後の要綱第３の２の規

定に基づき算出した事業実施主体ごとの補助見込額が平成２１年度実績額の

50％以下になる場合、改正前の要綱第３の２の規定に基づき補助額を算出でき

ることとし、算出された補助額の 50％を当該事業実施主体に対する補助の上限

とする。この場合において、改正前の要綱第３の２の規定に基づき、補助額を

算出する際に用いる基準価格については、対策要領第２の３の(３)の規定で決

定した区域ごとの供給価格を当該年度の供給見込数量で加重平均した２００㏄

当たりの都道府県平均価格とする。 
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附 則（平成 24年４月１日 23農畜機第 4618号） 

１ この要綱の改正は、平成 24年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正前の要綱第５の４の実績報告書、第７の２の評価実績の

報告、第９の提出書類の都道府県知事経由及び第１０の帳簿等の整理保管等に

ついては、なお従前の例による。 

 

附 則（平成 25年４月１日 24農畜機第 4766号） 

１ この要綱の改正は、平成 25年４月１日から施行する。 

２ 平成 24年度に終了した事業については、この要綱による改正前の規定は、な

お効力を有するものとする。 
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別表 

事業の種類 補助対象経費 補助率 

１ 供給円滑化推

進事業 

 

 

 

 

 

 

２ 学校給食用牛

乳安定需要確保

対策事業 

  

３ 飲用等拡大推

進事業 

 

 

 

（１）発酵乳等によ

る生乳需要拡大 

 

 

（２）保育所等にお

ける飲用拡大 

 

 

４ 高付加価値牛

乳地域利用推進

事業 

事業実施主体が、学校給食用牛乳の効率

的な供給を推進するため、学校給食用牛乳

推進協議会の開催、事業実施計画の策定、

調査（事業実施の同行調査及び供給本数の

とりまとめ等に係る経費に対する補助を

含む。）、保育所等飲用拡大推進会議の開催

等を行うのに要する経費 

 

保護者負担額を軽減するため、掛増しと

なる経費相当額の一部を供給事業者等に

交付する経費 

  

学校給食用牛乳等の消費拡大を促進す

るため、（１）及び（２）の奨励金を供給

数量に応じて供給事業者、学校の開設者等

に交付するのに要する経費 

 

生乳需要拡大奨励金の交付 

 

 

 

保育所等飲用拡大奨励金の交付 

 

 

 

学校給食に供給される低温殺菌牛乳の

供給数量に応じて供給事業者等に奨励金

を交付する経費 

定 額 

 

 

 

 

 

 

 

定 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

１日１個当たり奨励

金 

２.６５円 

 

１日１本当たり奨励

金(200㏄当たり) 

４.４０円 

 

１日１本当たり奨励

金(200㏄当たり) 

４円 

 


